
株式会社シダー

２０２５年１２月１０日

２０２６年３月期第２四半期決算説明会



会社概要 （２０２５年９月３０日現在）

設立 １９８１年４月

本社 福岡県北九州市

資本金 ４億３，２２８万円

事業内容

デイサービス ホームヘルプサービス

有料老人ホーム ショートステイ

グループホーム 福祉事業

訪問看護 障害支援事業

ケアプラン

従業員数 ２，３５６名

事業所数 １１２カ所
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北海道地区

４事業所

東北地区
２事業所

関東地区

３５事業所

中部地区

１３事業所

四国地区

４事業所

関西地区

４事業所

中国地区
九州地区
４２事業所

【全国 １１２事業所】

現在の事業所数 （２０２５年９月３０日現在）

事業名 事業所数

デイサービス ２９

有料老人ホーム ４４

グループホーム ２

訪問看護ステーション ７

ヘルパーステーション ３

ケアプランセンター ２３

福祉事業部 １

就労支援A型事業所 １

その他 ２

８事業所



事業所数推移
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目次

2026年3月期第2四半期決算概況（連結）

2026年3月期 業績予想及び配当予想

事業概況と当社の取り組むべきこと
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ハイライト

売上高については、デイサービス事業において、施設稼働率の上昇により、
前年同期比で大きく上回る収益を確保した。

利益面について、売上原価において介護職員等の処遇見直しや補助金
還元に伴う人件費の増加に加え、委託費・修繕費等の経費も増加した。
さらに、間接部門の処遇改善を図るなど販管費も前年同期を上回った結
果、営業利益・経常利益はいずれも前年同期を大きく下回った。

2026年3月期 第2四半期決算概況（連結）

施設サービス事業では、既存施設の稼働率は引き続き高水準で推移した
ものの、前年同期をわずかに下回った。

親会社株主に帰属する四半期純利益については、前年同期に計上した保
険解約返戻金や特別功労金は当四半期での計上はなかったものの、営業
利益・経常利益の減益の影響により、四半期純利益は前年同期を下回る
結果となった。
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2025年3月期
第2四半期(累計）

2026年3月期
第2四半期(累計）

前年同期比

増減額 比率

売 上 高 ８,９２３ ９,０４４ １２０ １.４%

営 業 利 益 ５６４ ３２８ △２３５ △４１.８%

経 常 利 益 ４７２ ３０４ △１６７ △３５.５%

四半期純利益 ２４５ ２２８ △１６ △６.７%

（単位：百万円）

2026年3月期 第2四半期決算概況（連結）

※四半期純利益は「親会社株主に帰属する四半期純利益」



営業利益の主な増減要因

売上高増
+120百万円
（1.4％）

2025年3月期
第2四半期
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2026年3月期
第2四半期

売上原価
その他経費

107百万円増 売上原価
介護人材等の
人件費

212百万円増
売上高増の内訳

デイサービス事業
 ＋130百万円増
施設サービス事業
 △2百万円減
在宅サービス事業
 △6百万円減
その他事業
 △0百万円減

経費増の主な内訳

委託費や人材派遣の
増加＋55百万円
その他経費の増加

＋63百万円増
入居に係る費用等

△11百万円減

人件費増の主な内訳

デイサービス事業
 ＋83百万円増
施設サービス事業
   ＋112百万円増
在宅サービス事業
 ＋16百万円増
その他事業
 ＋ 1百万円増

増加要因
減少要因

2026年3月期 第2四半期決算概況（連結）

営業利益 前年同期比△235百万円（41.8%）減

営業利益
328百万円

販管費減の
主な内訳

人件費
＋17百万円増

その他の経費
＋20百万円増

営業利益
564百万円

販管費
37百万円増



売上高
2025年3月期

第2四半期(累計）
2026年3月期

第2四半期(累計）

前年同期比

増減額 比率

デイサービス事業 １,９３９ ２,０７０ １３０ ６.８%

施設サービス事業 ６,３４４ ６,３４１ △２ △０.０%

在宅サービス事業 ５８９ ５８２ △６ △１.１%

そ の 他 事 業 ５０ ４９ △０ △１.５%

全 事 業 合 計 ８,９２３ ９,０４４ １２０ １.４%

（単位：百万円）
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セグメント別売上高

2026年3月期 第2四半期決算概況（連結）



セグメント別売上高の主な増減要因

売上高+120百万円（1.4%）

デイサービス事業 施設サービス事業 在宅サービス事業
その他事業

9,044百万円

8,923百万円

9

増加要因
減少要因

前年並みの高い施
設稼働率で推移した
がわずかに減収。

2026年3月期 第2四半期決算概況（連結）

2025年3月期第2四半期 2026年3月期第2四半期

利用者獲得が堅調
に推移。多くの施設
でコロナ禍前の水準
を超える稼働率とな
り、増収。

＋130百万円
（6.8%）

△2百万円
（△0.0%） △6百万円

（△1.1%）
△0百万円
（△1.5%）

ケアプラン事業で利
用者獲得が低調で
あったため減収。



2026年3月期 通期決算見通し
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2025年3月期
（実績）

2026年3月期
（予想）

前年同期比

増減額 比率

売 上 高 １７,８２９ １７,８９８ ６９ ０.４% 

営 業 利 益 ８９２ ６７０ △２２１ △２４.８%

経 常 利 益 ６６８  ３９６ △２７１ △４０.７%   

当 期 純 利 益 ４４４ ２５１   △１９３ △４３.５%   

（単位：百万円）

通期の業績予想につきましては、現時点において2025年5月9日に発表した連結業績予想を
据え置きます。今後の業績に応じて修正が必要となった場合には速やかに開示いたします。 

※当期純利益は「親会社株主に帰属する当期純利益」



配当金について
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当社は事業拡大による成長のための投資資金及び内部留保と利益配分
とのバランスを念頭に、株主への安定継続した配当に加え業績の伸長に
応じた配当を実施することを基本方針としております。
上記の基本方針を踏まえ、2026年3月期の配当につきましては、業績予
想に基づき、期末配当として１株当たり６円を予定しております。

年間配当金

第2四半期末 期末 合計

2024年3月期 ０円００銭 （普通配当）４円００銭 （普通配当）４円００銭

2025年3月期 ０円００銭
（普通配当）６円００銭
（記念配当）４円００銭  

計 １０円００銭

（普通配当）６円００銭
（記念配当）４円００銭  

計 １０円００銭

2026年3月期
（予定）

０円００銭 （普通配当）６円００銭 （普通配当）６円００銭
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事業概況と当社の取り組むべきこと
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事業概況（デイサービス事業）
（名）
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（人）

新型コロナウイルス感染症
５類感染症移行
（2023年5月8日）

２０２５．９月
合計 ４，４６９人

事業概況（デイサービス事業）
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2,497室2,415室2,515室

％

2,621室

2,721室

入居者数推移（２０２５年９月３０日現在）

2,692室

％

事業概況（施設サービス事業）

％
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当社の取り組むべきこと

出典：「2040 年に向けたサービス提供体制等のあり方」検討会（令和７年７月25 日）
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介護サービスの２０４０年問題を見据えた今後の課題

出典：「２０４０年に向けたサービス提供体制等のあり方に関する中間とりまとめ」および参考資料に基づき作成。

当社の取り組むべきこと

① 人材確保と定着

② 外国人材活用の制度的・運用的ハードル

③ 地域別の需要変動と供給ミスマッチ

④ 生産性向上とＩＣＴ導入の検討

⑤ 単身世帯の認知症増加への対応
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当社の取り組むべきこと

行政が推進する人材確保のためのプラットフォーム

出典：厚生労働省「第5回社会保障審議会福祉部会 福祉人材確保専門委員会」（令和7年10月20日）
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①介護人材確保と定着

ウェルビーイング向上を目指した体制づくりを推進。

当社の取り組むべきこと

①生産性向上： 介護ＤＸ（ＩＣＴシステム、電子記録）導入の検討
  見守りセンサー・介護ロボットによる業務の省力化
  職員１人あたりの業務効率向上と負担軽減

②労働参加の拡大：女性のリーダー・管理職登用を積極推進
  男性職員が育児休業を取りやすい職場体制を整備
  ダイバーシティ推進と柔軟な働き方の両立

国内の介護人材は年々減少し、地域間・業種間の人材獲得競争が激化。
働き方改革や処遇改善を進めても、供給量の絶対的不足は解消されていない。

③定年年齢引上：  ２０２４年度から定年を６０歳 →６５歳へ移行  

  希望者にはその後も再雇用制度を提供し、経験豊富な人材の
  継続活用により現場力を維持

 ④高齢者雇用：   新たにシニア人材を介護助手として採用することを検討
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①介護人材確保と定着

資格取得支援や内部研修制度の整備充実

◆職員のスキルアップ支援（介護福祉士等の資格取得支援）

当社の取り組むべきこと

・初任者研修受講：２０２４年度：２８名修了
・実務者研修受講：２０２４年度：６３名受講（前期：３４名、後期：２９名）

・分割したパートごとに合格基準点を超えれば合格

導入後導入前

・全科目の総得点が合格基準点を超えれば合格
・翌年・翌々年までは、合格したパートの受験は免除

合格基準点０点 １００点

不合格
（次年度も全科目
受験が必要）

合格基準点０点 １００点

Ａパート

Ｂパート

Ｃパート

合格
（翌年、翌々年
 免除）

不合格

・介護福祉士資格：２０２４年度日本人従業員受験者数６０名、内合格者数４７名
シダー合格率：７８．３％ ※全国平均合格率：７８．３％

⇒サービス体制強化加算取得率上昇へ

・介護福祉士試験対策：２０２５年度からのパート合格導入に合わせた支援実施
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①介護人材確保と定着

ケアマネージャーの人材確保

当社の取り組むべきこと
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①介護人材確保と定着

ケアマネージャーの人材確保

当社の取り組むべきこと

◆高齢化の進展により、介護サービス需要が増加。
  医療ニーズの高い高齢者や認知症高齢者、 独居高齢者が増加し、
ケアマネジャーの役割が重要化しているが、 従事者数は横ばい・減少傾向。
ケアマネージャー人材確保が課題となってくる。

●ケアマネ資格取得（受験対策）の推進
社内研修・学習支援の強化外部研修の活用促進

●ケアマネ人材の内製化
自社職員から計画的にケアマネを育成

  キャリアパスの明確化・資格取得後の配置設計

●人材定着に向けた勤務環境改善業務
 ICTを導入し業務負担軽減を図る
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② 外国人材活用の制度的・運用的ハードル

◆国内人材不足を見据えた対応として、外国人技能実習生・特定技能人材の受入を推進

２０２５年９月末時点で合計１１５名を受入済
●技能実習生：３２名 ●特定技能：８３名

２０２６年３月末までにさらに１０～２０名受入予定
受入地域：北海道、千葉、埼玉、神奈川、静岡、長野、大阪、山口、福岡

◆人材育成・教育支援の取り組み
外国人技能・特定技能実習生の介護技術取得支援
●介護福祉士試験 ：２０２４年度は８名受験、３名合格
●介護職員初任者研修：２０２４年度に２８名が受講

◆日本語教育支援
 日常会話・介護用語に特化した日本語学習支援を継続実施

◆外国人留学生（介護福祉学科）を対象とした奨学金貸付制度を導入
 ⇒２０２５年９月現在１０名利用

外国人材の獲得と人材教育支援の取り組み

当社の取り組むべきこと
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② 外国人材活用の制度的・運用的ハードル

外国人材の獲得と人材教育支援の取り組み

当社の取り組むべきこと

入

社

入社～１年目

●日本語学習支援

●介護用語・介護知識研修

●介護職員初任者研修

介護福祉士を目指す職員

２年目以降

●実務者研修サポート
●介護福祉士受験対策

日本語能力（N2以上）を目指す職員

●日本語研修を個別で実施

各
人
の
希
望
に
沿
っ
た
柔
軟
な
支
援
を
実
施
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② 外国人材活用の制度的・運用的ハードル

当社の取り組むべきこと
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② 外国人材活用の制度的・運用的ハードル

◆特定技能・技能実習生に対する支援業務を自社で
 対応可能な体制を整備

◆現地業者と提携し、入国前研修の実施体制を構築 

◆技能実習制度から育成就労制度への移行に対応し、
    継続雇用とキャリア支援を重視

受入体制の社内構築と制度対応

当社の取り組むべきこと
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② 外国人材活用の制度的・運用的ハードル

当社の取り組むべきこと

≪入国前研修≫
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③ 地域別の需要変動と供給ミスマッチ

事業展開

当社の取り組むべきこと

◆ 都市部：ニーズの増加と供給不足
  ２０４０年に向け、特に三大都市圏（東京・大阪・名古屋）では在宅・施設を
  問わず介護需要が拡大

◆ 地方：ニーズのピークアウトと再編の必要性
一部の地方・中山間地域ではすでに介護ニーズが減少傾向
→ 利用者数の減少、採算性の悪化、事業所の撤退が進行中

多機能拠点化や事業者連携による再構築が求められる

今後、都市部を中心に85歳以上人口が急増し、施設・在宅を含め介護サービスに
対するニーズも増加する事が見込まれる。一方、地方では介護ニーズがピーク
アウトしているところもある。 出典：社会保障審議会介護部会 介護保険制度の見直しに関する意見（令和4年12月20日）
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③ 地域別の需要変動と供給ミスマッチ

当社の取り組むべきこと

１都３県が少ない

出典：社会保障審議会介護部会 地域包括ケアシステムの推進、相談支援、認知症施策の推進について（令和7年 2月 20日）
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③ 地域別の需要変動と供給ミスマッチ

当社の取り組むべきこと

◆大都市部を中心とした都市部は、今後も高齢化の進展により高齢者人口が増加。
 特に単身高齢者や共働き世帯の増加で、都市部の有料老人ホーム需要は
 今後さらに拡大が見込まれる。

◆大都市部では公募案件への積極的な応募を継続。
 一方、東京など出店コストの高い地域については、収益性を精査したうえで慎重に
 出店可否を判断。
 その他の地域では介護ニーズの動向を踏まえ、M&Aや事業提携も視野に入れた
 柔軟な事業展開を検討。

◆訪問看護ステーションは、介護ニーズに応じた多拠点展開が可能であることから、
 都市部も含めた広域的なサービスネットワークの構築を見据え、サテライト拠点の
 活用を推進していく。
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当社の取り組むべきこと

③ 地域別の需要変動と供給ミスマッチ

中核となる訪問看護ステーションからサテライト事業所展開。
サテライト事業所規模を拡大させ、訪問看護ステーション
として分離、更に展開をおこなっていく。

千葉市花見川区に訪問看護ステーション開設と福岡市にサテライト事業所展開準備
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④ 生産性向上とICT導入の検討

◆記録業務の簡素化・標準化
電子記録や音声入力の導入を通じ、介護記録の入力負担軽減と品質向上を図る

◆ご利用者家族との情報共有の効率化
介護記録システムと連携し、記録情報や写真を自動配信できる仕組みを構築

◆家族会等の議事録を自動生成
音声認識AIを活用し、議事録等の自動作成システムの導入

◆見守りシステムの導入検討

ICT企業と連携し、システム導入を検討

当社の取り組むべきこと

職員の業務負担軽減や情報伝達の正確性向上（ミス・抜け漏れの防止）が見込まれる
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当社の取り組むべきこと

④ 生産性向上とICT導入の検討

出典：厚生労働省「社会保障審議会介護保険部会（第122回） 介護情報基盤について」（令和7年6月30日）
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⑤ 単身世帯の認知症増加への対応

サービス提供に関する選択の補助

当社の取り組むべきこと

出典： 第３回 ２０４０年に向けたサービス提供体制等のあり方検討会
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⑤ 単身世帯の認知症増加への対応

サービス提供に関する選択の補助

当社の取り組むべきこと

単身高齢者の増加に伴い、サービス選択に関する意思決定を支援するため、成年後見人や
弁護士などの法的支援者との連携を検討する。

出典：厚生労働省「第126回 社会保障審議会介護保険部会」（令和7年10月9日）



本資料は株式会社シダーの事業及び業界動向についての株式会社シダーによる
現在の予定、推定、見込み又は予想に基づいた将来の展望についても言及しています。
これらの将来の展望に関する表明は様々なリスクや不確かさが内在しております。
既に知られたもしくは今だに知られていないリスク、不確かその他の要因が、
将来の展望に対する表明に含まれる事柄と異なる結果を引き起こさないとも限りません。
株式会社シダーは将来の展望に対する表明及び予想が正しいと約束することはできず、
結果は将来の展望と著しく異なるか、更に悪いことも有り得ます。
本資料における将来の展望に関する表明は、2025年12月10日現在において利用可能な
情報に基づいて株式会社シダーにより2025年12月10日現在においてなされたものであり、
将来の出来事や状況を反映して将来の展望に関するいかなる表明の記載をも更新し、
変更するものではありません。

本資料の取り扱いについて

2025年12月10日 株式会社シダー
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